
 

居宅介護支援事業 重要事項説明書 

 

１． 事業者  

   事業所の名称   ケアプランニング希望館  

   事業所の所在地  宮城県加美郡色麻町四竃字瀧 118 番地 1 

   管理者      髙橋 由紀 

   電話番号     ０２２９－２５－５５２７  

   FAX       ０２２９－２５－５５２８ 

 

２． 事業の目的及び運営方針 

  （事業の目的） 

 要介護状態及び要支援状態にある本人及び家族及び地域包括支援センター依

頼により、ケアプランニング希望館の介護支援専門員が、適切な介護支援サー

ビスを提供することを目的とします。 

  （運営方針） 

① 介護支援専門員は、利用者が要介護状態となった場合においても、可能な

限りその居宅において、その有する能力に応じて自立した日常生活を営む

事ができるように、利用者の心身の状況・希望及びその置かれている環境

等に応じて、利用者の選択に基づく適切な保健・医療サービス及び福祉サ

ービスが、多様な事業所から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮しま

す。 

② 支援事業者は居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を 

尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される居宅サービス等

が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏ることのないよ

うに、公正中立に行い、事業の運営にあたっては、市町村、地域包括支援

センター、他の居宅介護支援事業者、介護支援施設との連携に努めます。 

３．職員の職種、人数及び職務内容 

  居宅介護支援事業に従事する職員として、管理者（介護支援専門員兼務） 

１名、介護支援専門員（常勤専従）2 名以上をおきます。 

４．営業日及び営業時間 

  営業日及び営業時間は、原則として、月曜日～金曜日までの午前 8 時 30 分

～午後 5 時 30 分迄です。土・日・祝日及び 12 月 31 日～1 月 3 日迄は休業

日です。ただし、緊急・その他やむを得ない場合等はこの限りではありませ

ん。電話等により 24 時間連絡が可能な体制とします。 



５．居宅介護支援の提供方法、内容  

①利用者に居宅介護支援の事業内容について説明を行い、契約を取り交わしま

す。 

②居宅サービス計画（ケアプラン）作成 

・ 利用者及びその家族と面接し、状態を把握し、課題を明らかにします（課

題分析）。 

・ 利用者が訪問看護、通所リハビリ等の医療系サービス希望している場合は、

利用者の同意を得て主治の医師等に意見を求めます。 

・ 利用者及びその家族の希望をふまえつつ、居宅サービスの内容や料金の説

明を行い、併せて利用者の居宅サービス区分や支給限度額等の説明も行い

ます。利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めるこ

とができ、また居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス事業

者等の選定理由の説明を求めることができます。 

・ 介護保険証に介護認定審査会の意見等の記載がある場合は、その内容に沿

ってサービスを計画します。 

・ 介護支援専門員が居宅介護サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

・ 居宅サービス計画にかかる居宅サービス事業者との連絡調整を行います。 

・ 居宅サービス計画の初回作成時、要介護認定の更新時や状態が変化した際

等必要時には居宅サービスが円滑に利用できるよう利用者及びその家族と

関係する居宅サービス事業所が参加してサービス担当者会議を開催します。 

・ 居宅サービス計画について利用者に説明し、文書にて同意を得て交付しま

す。決定された居宅サービス計画については意見を求めた主治の医師等に

も交付します。 

・ 利用者及びその家族と継続的に連絡を取り、利用者の状態について定期的

に評価を行い、必要な援助をしていきます。 

少なくとも 1 か月に 1 回利用者の居宅を訪問し、利用者と面接を行いモニ

タリングの結果を記録します。 

③口腔内に関する問題や服薬状況、定期的な介護支援専門員の訪問で把握した

ご利用者の状態について、介護支援専門員から、主治の医師、歯科医師、薬

剤師に必要な情報伝達を行います。 

④入院時は事業所名と担当介護支援専門員氏名を入院先医療機関に伝えてい

ただくようお願いいたします。医療機関との連携推進に努めていくことがで

きます。 

⑤利用者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場

合又は利用者が介護保険施設への入所を希望する場合には、介護保険施設へ

の紹介その他の便宜の提供を行います。 



⑥要介護認定申請の支援を行います。 

６． 通常の事業の実施区域 

  通常の事業実施区域は、加美町・色麻町・大崎の一部（古川周辺）とします。

それ以外の区域につきまして、交通費を頂く場合があります。 

 

７． 利用料金 

① 利用料  

 要介護認定または要支援認定を受けられた方は、居宅介護サービス計画

書（ケアプラン）作成、連絡調整、介護相談、要介護認定の申請代行は介

護保険により費用の全額が給付されますので自己負担はありません。 

 ただし、保険料等の滞納により、保険給付金が直接事業者に支払われな

い場合、１ヵ月につき介護支援費として下記の金額をお支払いいただき、 

当事業所発行のサービス提供証明書を各市町村の窓口に提出し、全額払い

戻しを受けられます。 

 

居宅介護支援費

(Ⅰ) 

介護支援専門員 1人あたりの 

担当件数が 1～44件 

要介護 1･2 1,086単位 

要介護 3･4･5 1,411単位 

 

② サービス提供の場合の料金の加算、減算に関する件（利用者様負担は有り

ません。） 

（1）減算について 

特定事業所集中減算 
正当な理由なく特定の事業所

に 80％以上集中等 

（指定訪問介護・指定通所介

護・指定地域密着型通所介

護・指定福祉用具貸与） 

１月につき200単位減算 

運営基準減算 
適正な居宅介護支援が提供で

きていない場合 

運営基準減算が２月以上継続

している場合算定できない 

基本単位数の 50％に減

算 

同一建物減算 
事業所と同一建物の利用者又

はこれ以外の同一建物の利用

者 20 人以上に居宅介護支援を

行う場合 

基本単位数の 95％に減

算 

・前 6か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型

通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合と同一事業者によって提供さ

れた割合を説明し、介護サービス情報公表制度において公表します。 



（2）加算について 

初 回 加 算 新規として取り扱われる計画を作成した場合 300単位 

入院時情報連携加算

(Ⅰ) 

病院又は診療所に入院してから 1日以内に、当

該病院又は診療所の職員に対して必要な情報提

供を行った場合 

250単位 

入院時情報連携加算

(Ⅱ) 

病院又は診療所に入院してから 3日以内に、当

該病院又は診療所の職員に対して必要な情報提

供を行った場合 

200単位 

イ）退院・退所加算

（Ⅰ）イ 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利

用者に係る必要な情報提供をカンファレンス以

外の方法により一回受けていること 

450単位 

 

ロ）退院・退所加算

（Ⅰ）ロ 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利

用者に係る必要な情報提供をカンファレンスに

より一回受けていること 

600単位 

 

ハ）退院・退所加算（Ⅱ）

イ 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利

用者に係る必要な情報提供をカンファレンス以

外の方法により二回受けていること 

600単位 

 

ニ）退院・退所加算

（Ⅱ）ロ 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利

用者に係る必要な情報提供を二回受けており、

うち一回はカンファレンスによること 

750単位 

 

ホ）退院・退所加算

（Ⅲ） 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利

用者に係る必要な情報提供を三回以上受けてお

り、うち一回はカンファレンスによること 

900単位 

ターミナル 

ケアマネジメント加算 

在宅で死亡した利用者に対して死亡日及び死亡

日前 14 日以内に２日以上居宅を訪問し心身状

況を記録し、主治医及び居宅サービス計画に位

置付けたサービス事業者に提供した場合算定 

400単位 

 

緊急時等 

居宅カンファレンス加

算 

病院又は診療所の求めにより当該病院又は診療

所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カンフ

ァレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等

の利用調整を行った場合 

200単位 

通院時情報連携加算 利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に

同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環

境等の必要な情報提供を行い、利用者に関する

必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計

画に記録した場合 

50単位 

特定事業所医療介護連

携加算 

前々年度の 3 月から前年度の 2 月までの間において

退院・退所加算の算定に係る病院等との連携の合計

が 35 回以上 

前々年度の 3 月から 2 月までの間においてターミナ

ルケアマネジメント加算を 5 回以上算定 

特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)を算定していること 

125単位 

介護職員等処遇改善加

算 

介護職員等の処遇改善に関する計画を作成し、厚生

労働大臣が定める基準に適合する場合 
所定単位数

の 2.1％ 



特定事業所 

加算(Ⅰ) 

主任介護支援専門員を２名以上配置し、質の高いケ

アマネジメントを実施できる体制を整える等、一定

の要件をすべて満たした場合 

519単位 

特定事業所 

加算(Ⅱ) 

主任介護支援専門員を１名以上配置し、質の高いケ

アマネジメントを実施できる体制を整える等、一定

の要件の一部を満たした場合 

421単位 

特定事業所 

加算(Ⅲ) 

主任介護支援専門員を配置し、質の高いケアマネジ

メントを実施できる体制を整える等、一定の要件の

一部を満たした場合 

323単位 

特定事業所 

加算(Ａ) 

主任介護支援専門員を配置し、質の高いケアマネジ

メントを実施できる体制を整える等、一定の要件の

一部を満たした場合 

114単位 

 

9.  虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、

次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

① 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者  管理者  髙橋 由紀 

② 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果につい

て従業者に周知徹底を図っています。 

③ 虐待防止のための指針の整備をしています。 

従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

④ サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・

親族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、

速やかに、これを市町村に通報します。 

 

10． 事故発生時の対応 

・居宅支援事業者は、利用者に対するサービスの提供にあたって事故が発

生した場合、速やかに対応します。 

・事故が発生し、利用者またはその家族の生命・身体・財産に損害が発生

した場合は利用者に対して損害を賠償します。ただし、居宅支援事業者に

故意過失がなかった場合はこの限りではありません。 

 

11． 秘密保持・個人情報の利用  

① 居宅支援事業者及びその従業員は業務上知り得た利用者、又はその家族の 

秘密を漏らしません。 

② 居宅支援事業者はその従業員が退職後、在職中に知り得た利用者、又はそ

の家族の秘密を漏らしません。 



③ 居宅支援事業者は、利用者及び、利用者の家族から予め文章で同意を得な

い限り、サービス担当者会議等において利用者及び、利用者の家族の個人

情報を用いる事はありません。 

④ 介護支援専門員が必要な場合に利用者の同意を得ない限り主治医・歯科医

師の意見を求める事はありません。 

 

12.  記録の整備 

  指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関

する記録を整備し、サービス提供を開始した日から５年間保存します。 

 

 

13.  衛生管理等 

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置

を講じます。 

（1）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

委員会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、

従業者に周知徹底しています。 

（2）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備してい

ます。 

（3）従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定

期的に実施します。 

 

14.  業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の

提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な

措置を講じます。 

(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行います。 

 

15.  身体拘束等の原則禁止について 

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）は行いません。やむを得ず身体拘束等を行う場合に



は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録するものとします。 

 

16. 苦情処理 

  居宅支援事業者は居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計

画に基づいて提供している各サービスについてのご相談・苦情を承ります。 

 

  居宅介護支援に関する相談、苦情について 

【事業者の窓口】 

ケアプランニング希望館 住所 宮城県加美郡色麻町四竃字瀧１１８番地１ 

            担当者   管理者  髙橋 由紀 

電話番号  ０２２９－２５－５５２７ 

            FAX    ０２２９－２５－５５２８ 

            受付時間  ８：３０～１７：３０ 

【市町村の窓口】 

色麻町保険福祉課        電話番号 ０２２９－６６－１７００ 

加美町高齢障がい福祉課     電話番号 ０２２９－６３－７８７２ 

大崎市高齢障がい福祉課     電話番号 ０２２９－２３－６１２５ 

 

【公的機関の窓口】 

宮城県国民健康保険団体連合会  電話番号 ０２２－２２２－７０７０ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

居宅介護支援事業の提供にあたり、利用者に対して重要事項を説明しました。 

 

                 令和  年  月  日 

 

           事業者 

            所在地 宮城県加美郡色麻町四竃字瀧１１８番地１ 

            名称    ケアプランニング希望館 

            説明者   所属 介護支援専門員 

                  氏名   髙橋 由紀 印 

 

 

私は、事業者から居宅介護支援事業についての重要事項の説明を受け、サービ

スの提供に同意します。 

 

           利用者   住所  

 

                氏名            

            

 

           代理人   住所  

 

                氏名            

 

                  （利用者との続柄：     ） 


